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�愛媛県告示第３５０号
自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）第１１７条第１項及び第１１８条の規定に基づき、陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊の自衛官

候補生の採用試験の試験期日、試験場の位置及び名称並びに担当区域を次のとおり定める。

令和２年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３５１号
自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）第１１７条第１項及び第１１８条の規定に基づき、陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊の自衛官

候補生の採用試験の試験期日、試験場の位置及び名称並びに担当区域を次のとおり定める。

令和２年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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試 験 期 日 試 験 場 の 位 置 試 験 場 の 名 称 担 当 区 域

（男子）

令和２年５月１７日（日）
松山市南梅本町乙１１５番地 陸上自衛隊松山駐屯地 県内全域

（女子）

令和２年５月１７日（日）
松山市南梅本町乙１１５番地 陸上自衛隊松山駐屯地 県内全域

試 験 期 日 試 験 場 の 位 置 試 験 場 の 名 称 担 当 区 域

（男子）

令和２年６月２０日（土）
松山市南梅本町乙１１５番地 陸上自衛隊松山駐屯地 県内全域

（女子）

令和２年６月２０日（土）
松山市南梅本町乙１１５番地 陸上自衛隊松山駐屯地 県内全域
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�愛媛県告示第３５２号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

令和２年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３５３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に

より、宇和島市吉田町白浦、法花津地域に係る県営土地改良事業計

画を定めたので、同条第７項において準用する同法第８７条第５項の

規定により、次のとおり土地改良事業計画書の写しを縦覧に供する。

令和２年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ほ場整備事業・玉津地区）計画書の写し

２ 縦覧期間

令和２年４月６日から５月７日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所本庁及び吉田支所

�������
�愛媛県告示第３５４号
愛媛県内水面漁場管理委員会指示第１９号に基づき、コイがコイヘ

ルペスウイルス病にかかり、又はかかっている疑いがあると認めら

れた県内の公共用水面及びこれと連接して一体を成す水面の範囲を、

令和２年４月１日次のとおり定めた。

令和２年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 四国中央市の藤谷池及び二級河川川茂川水系川茂川の本支流並

びにこれらと連接して一体を成す内水面

２ 二級河川渦井川水系渦井川の本支流及びこれと連接して一体を

成す内水面

３ 御舟川雨水幹線、観音水雨水幹線及び新川雨水幹線並びにこれ

らと連接して一体を成す内水面

４ 西条市北条１４０７番１地先の遊水池並びに二級河川崩口川水系崩

口川及び二級河川一ツ橋川水系一ツ橋川の本支流並びにこれらと

連接して一体を成す内水面

５ 二級河川大曲川水系大曲川及び二級河川新川水系新川の本支流

並びにこれらと連接して一体を成す内水面

６ 鹿野川ダムから下流の一級河川肱川水系肱川の本支流及びこれ

と連接して一体を成す内水面

７ 愛媛県と高知県の県境から上流の一級河川渡川水系広見川、目

黒川及び家地川の本支流並びにこれらと連接して一体を成す内水

面

８ 二級河川来村川水系来村川及び二級河川神田川水系神田川の本

支流並びにこれらと連接して一体を成す内水面

９ 宇和島市の二級河川本谷川水系本谷川の本支流及びこれと連接

して一体を成す内水面

�愛媛県告示第３５５号
次のように公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」と

いう。）第２条第１項の規定に基づく埋立ての免許の出願があった。

法第３条第１項に規定する書面及び関係図書は、愛媛県庁、南予

地方局八幡浜土木事務所及び伊方町役場において告示の日から起算

して３週間公衆の縦覧に供する。

令和２年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 出願者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名及び住所

伊方町

愛媛県西宇和郡伊方町湊浦１９９３番１

代表者 伊方町長 高門 清彦

愛媛県西宇和郡伊方町川永田甲２０３番

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

西宇和郡伊方町塩成字中網代３８０番２、３８１番１、３８５番１、

３８６番１、３８６番２、乙４５１番２、乙４５５番１に接する町道の地

先公有水面

イ 区域

次の１点から２２点までを順次直線で結んだ線、１点と２２点

を結ぶ平成３０年の秋分の満潮位（Ｄ．Ｌ．２．４０メートル）の

陸と公有水面との接する線により囲まれた区域

基点（国土地理院「塩成」四等三角点、西宇和郡伊方町塩

成竹之内乙５１９番）は、北緯３３度２６分４４．４６３３秒、東経１３２度

１４分４７．７５９７秒の地点

１点は、基点から真北１２４度５８分４２秒、９０７．９０メートルの

地点

２点は、１点から真北２１８度２０分１７秒、３２．７４メートルの地

点

３点は、２点から真北２１５度５２分２２秒、２．５０メートルの地

点

４点は、３点から真北２１０度５８分２０秒、２．５０メートルの地

点

５点は、４点から真北２０６度０７分３２秒、２．５０メートルの地

点

６点は、５点から真北２０１度１５分５８秒、２．５０メートルの地

点

７点は、６点から真北１９６度２２分０７秒、２．５０メートルの地

点

８点は、７点から真北１９１度２８分２２秒、２．５０メートルの地

点

９点は、８点から真北１８６度４１分０１秒、２．５０メートルの地

点

１０点は、９点から真北１８１度４８分１１秒、２．５０メートルの地

点

１１点は、１０点から真北１７６度５５分１１秒、２．５０メートルの地

点

１２点は、１１点から真北１７２度００分２８秒、２．５０メートルの地

点

１３点は、１２点から真北１６７度０７分３９秒、２．５０メートルの地

点

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

独立行政法人地
域医療機能推進
機構宇和島病院

宇和島市賀古町２丁目１
番３７号

独立行政法人地
域医療機能推進
機構

令和５年
３月３１日
まで

愛 媛 県 報令和２年４月３日 第９３号

２８４
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１４点は、１３点から真北１６２度０５分０７秒、２．５０メートルの地

点

１５点は、１４点から真北１５７度０４分０２秒、２．５０メートルの地

点

１６点は、１５点から真北１５２度１１分０５秒、２．５０メートルの地

点

１７点は、１６点から真北１４７度１８分０７秒、２．５０メートルの地

点

１８点は、１７点から真北１４２度５９分２６秒、１．８６メートルの地

点

１９点は、１８点から真北１４０度５５分２５秒、８．０１メートルの地

点

２０点は、１９点から真北１４２度２１分０７秒、２．５０メートルの地

点

２１点は、２０点から真北１４５度０４分４９秒、２．５０メートルの地

点

２２点は、２１点から真北１４７度０７分１８秒、１．１１メートルの地

点

ウ 面積

２８３．７３平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

愛媛県西宇和郡伊方町塩成字中網代３６４番から同町同字２９６

０番までの地内及び同土地に接する町道内並びに地先公有水

面

イ 区域

次のＡ点からＵ点までを順次直線で結んだ線並びにＵ点と

Ａ点を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（国土地理院「塩成」四等三角点、西宇和郡伊方町塩

成竹之内乙５１９番）は、北緯３３度２６分４４．４６３３秒、東経１３２度

１４分４７．７５９７秒の地点

Ａ点は、基点から真北１１６度５８分２４秒１，０１０．０７メートルの

地点

Ｂ点は、Ａ点から真北１７０度４３分００秒６．３１メートルの地点

Ｃ点は、Ｂ点から真北２６０度１３分４６秒２１．７０メートルの地点

Ｄ点は、Ｃ点から真北２６４度５８分５５秒２２．１１メートルの地点

Ｅ点は、Ｄ点から真北１７４度２０分２５秒１２．８０メートルの地点

Ｆ点は、Ｅ点から真北２６４度２０分２５秒１９．３６メートルの地点

Ｇ点は、Ｆ点から真北２３９度５８分０７秒３１．９８メートルの地点

Ｈ点は、Ｇ点から真北２４５度０２分０３秒１１．９１メートルの地点

Ｉ点は、Ｈ点から真北２５５度１０分３６秒１７．５０メートルの地点

Ｊ点は、Ｉ点から真北１８７度５４分５９秒１１４．７５メートルの地

点

Ｋ点は、Ｊ点から真北２９０度０７分０３秒１３．３５メートルの地点

Ｌ点は、Ｋ点から真北２００度５９分５７秒１０．０４メートルの地点

Ｍ点は、Ｌ点から真北２３６度２２分０５秒２８．６０メートルの地点

Ｎ点は、Ｍ点から真北３５７度２９分４２秒４０．０７メートルの地点

Ｏ点は、Ｎ点から真北３２２度２２分３９秒３７．４７メートルの地点

Ｐ点は、Ｏ点から真北１１度２４分０８秒２６．７７メートルの地点

Ｑ点は、Ｐ点から真北３８度１３分４４秒７８．３５メートルの地点

Ｒ点は、Ｑ点から真北８２度５３分０９秒３２．８８メートルの地点

Ｓ点は、Ｒ点から真北５９度４３分４９秒５１．４９メートルの地点

Ｔ点は、Ｓ点から真北９０度４２分２７秒２５．０７メートルの地点

Ｕ点は、Ｔ点から真北４１度３１分２２秒４．５２メートルの地点

ウ 面積

１０，３５４．８４平方メートル

３ 埋立地の用途

道路用地

４ 出願年月日

令和２年３月１８日

�������
�愛媛県告示第３５６号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、松山河川国道事務所長から次のとおり

公共測量を実施する旨の通知があった。

令和２年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（用地測量）

２ 作業期間 令和２年３月２５日から

７月３１日まで

３ 作業地域 愛媛県上浮穴郡�万高原町地内

�������
�愛媛県告示第３５７号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、大洲河川国道事務所長から次のとおり

公共測量が終了した旨の通知があった。

令和２年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（用地測量）

２ 作業期間 令和元年１１月８日から

令和２年３月６日まで

３ 作業地域 愛媛県大洲市五郎、阿蔵

�������
�愛媛県告示第３５８号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、大洲河川国道事務所長から次のとおり

公共測量が終了した旨の通知があった。

令和２年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（用地測量）

２ 作業期間 令和元年１２月１日から

令和２年３月１３日まで

３ 作業地域 愛媛県大洲市柚木 地内

�愛媛県告示第３５９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和２年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛 媛 県 報令和２年４月３日 第９３号

２８５
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�愛媛県告示第３６２号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県八幡浜保健所及

び西予市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

令和２年４月３日

愛媛県八幡浜保健所長 竹 内 豊

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

株式会社愛媛ちぬや

西予市三瓶町和泉甲７００番地１

代表取締役 今津 秀

２ 事業場の名称及び所在地

株式会社愛媛ちぬや

西予市三瓶町和泉甲７００番地１

３ 特定施設に関する事項

� 洗浄施設

�愛媛県告示第３６０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和２年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３６１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和２年４月３日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 １９４号
西条市中野字宵甲９２２番６から

同字甲８１５番３地先まで
令和２年４月３日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 上怒和元怒和線 松山市上怒和乙５８９番１７

旧 ８．５～９．６ ０．００７

新 ２２．０～４４．５ ０．００７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 上怒和元怒和線 松山市上怒和乙５８９番１７ 令和２年４月３日

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第１８号の２ 冷凍調理食品製造業の用
に供する施設 ハ 洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 最初２９５リットル、連続２５リットル／分

設 置 年 月 日 平成２３年３月５日

特定施設の使用時間間隔 １６：００～１７：００、２２：００～２３：００

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，４４０

最大 １，８００

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １，０００

最大 １，２００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９６０

最大 １，２００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６４

最大 ８０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６

最大 ８
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� 湯煮施設

� 原料処理施設①（同型２基）

� 原料処理施設②（同型２基）

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２７

最大 ４０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ７

最大 ８

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第１８号の２ 冷凍調理食品
製造業の用に供する施設 ロ 湯煮施設

特 定 施 設 の 能 力 ２００リットル／回

設 置 年 月 日 平成２３年３月５日

特定施設の使用時間間隔 ６：００～７：００

特定施設の１日当たりの使用
時間 １時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４００

最大 ５００

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３７５

最大 ４５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３２０

最大 ４００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２８

最大 ３５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３

最大 ４

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ７

最大 １０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．５

最大 １．０

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６４０

最大 ８００

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５８０

最大 ７００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６４０

最大 ８００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５６

最大 ７０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６

最大 ８

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３３

最大 ５０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５

最大 ６

特 定 施 設 の 種 類
政令別表第１第１８号の２ 冷凍調理食品
製造業の用に供する施設 イ 原料処理
施設

特 定 施 設 の 能 力 １４０枚／分

設 置 年 月 日 平成２２年２月１日

特定施設の使用時間間隔 ７：００～１２：００、１３：００～１６：００

特 定 施 設 の 種 類
政令別表第１第１８号の２ 冷凍調理食品
製造業の用に供する施設 イ 原料処理
施設

特 定 施 設 の 能 力 ２トン／時間

設 置 年 月 日 平成２９年９月２６日

特定施設の使用時間間隔 ７：００～１２：００、１３：００～１６：００

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６４０

最大 ８００

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５８０

最大 ７００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６４０

最大 ８００
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� 原料処理施設③（同型２基）

� 原料処理施設④（同型４基）

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� 汚水処理施設

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５６

最大 ７０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６

最大 ８

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３３

最大 ５０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５

最大 ６

特 定 施 設 の 種 類
政令別表第１第１８号の２ 冷凍調理食品
製造業の用に供する施設 イ 原料処理
施設

特 定 施 設 の 能 力 ４トン／時間

設 置 年 月 日 平成２０年８月１日

特定施設の使用時間間隔 ７：００～１２：００、１３：００～２１：００

特定施設の１日当たりの使用
時間 １３時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４００

最大 ５００

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３３０

最大 ４００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４８０

最大 ６００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２４

最大 ３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３

最大 ４

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １３

最大 ２０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ８

最大 １０

特 定 施 設 の 種 類
政令別表第１第１８号の２ 冷凍調理食品
製造業の用に供する施設 イ 原料処理
施設

特 定 施 設 の 能 力 ４トン／時間

設 置 年 月 日 平成２０年８月１日

特定施設の使用時間間隔 ７：００～１２：００、１３：００～２１：００

特定施設の１日当たりの使用
時間 １３時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４００

最大 ５００

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３３０

最大 ４００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４８０

最大 ６００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２４

最大 ３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３

最大 ４

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １３

最大 ２０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４

最大 ５

設 置 年 月 日 平成１２年９月１８日

処 理 施 設 の 種 類 ＳＳ除去＋凝沈＋嫌＋好気＋膜ろ過＋汚
泥脱水処理

処 理 施 設 の 型 式 ＳＳ除去＋凝沈＋嫌＋好気＋膜ろ過＋汚
泥脱水処理

処 理 施 設 の 構 造 ＲＣ造

処理施設の主要寸法（単位
メートル）

縦１１．５×横１０．７×高さ４．５＋
縦４．９５×横５．５×高さ５．０

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１５０立方メートル

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 ＳＳ除去＋凝沈＋嫌＋好気＋膜ろ過＋汚
泥脱水処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

愛 媛 県 報令和２年４月３日 第９３号
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５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

�１排水口

�������
�愛媛県告示第３６３号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく特定施設の構造

等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に規定す

る書面は、愛媛県八幡浜保健所及び大洲市役所において告示の日か

ら３週間公衆の縦覧に供する。

令和２年４月３日

愛媛県八幡浜保健所長 竹 内 豊

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

株式会社愛媛ちぬや

西予市三瓶町和泉甲７００番地１

代表取締役 今津 秀

２ 事業場の名称及び所在地

株式会社愛媛ちぬや

西予市三瓶町和泉甲７００番地１

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号。）別表第１

第１８号の２ 冷凍調理食品製造業の用に供する施設

イ 原料処理施設

ロ 湯煮施設

ハ 洗浄施設

４ 変更しようとする事項の内容

特定施設の新規設置及び既存特定施設の廃止

５ 特定施設に関する事項

� 原料処理施設

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

生物化学的
酸素要求量
（単位１リ
ットルにつ
きミリグラ
ム）

通常 ６００

最大 ７５０

通常 ５．０

最大 １０．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５００

最大 ６００

通常 １５．０

最大 ２０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６００

最大 ７５０

通常 ５．０

最大 １０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４０

最大 ５０

通常 ８．０

最大 １０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ４０

通常 ０．８

最大 １．０

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 １５０

通常 ３．０

最大 ５．０

大腸菌群数
（単位 １
立方センチ
メートルに
つき個）

通常 ３，０００以下

最大 ３，０００以下

通常 ３，０００以下

最大 ３，０００以下

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １００

最大 １２０

通常 １００

最大 １２０

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

生物化学的
酸素要求量
（単位１リ
ットルにつ
きミリグラ
ム）

通常 ５．０

最大 １０．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １５．０

最大 ２０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．０

最大 １０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８．０

最大 １０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．８

最大 １．０

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３．０

最大 ５．０

大腸菌群数
（単位 １
立方センチ
メートルに
つき個）

通常 ３，０００以下

最大 ３，０００以下

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １００

最大 １２０

備考 �２～�５排水口は雨水排水口である。

変 更 前 変更後（廃止）

特 定 施 設 の 型 式 �ツネザワ商事製
ＴＡＦ型

特定施設の主要寸法（単位
メートル） ０．９×１．８×１．２

特 定 施 設 の 能 力 ３，０００キログラム／
日

原材料の種類及び１日当たり
の使用量 白身魚 ３トン／日

特定施設の使用時間間隔 ７：００～１７：００
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� 湯煮施設

� 洗浄施設①（同型２基）

特定施設の１日当たりの使用
時間 １０時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２，０００

最大 ２，５００

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １，５００

最大 １，８００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，５００

最大 ２，０００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６０

最大 ８０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５

最大 ２０

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８０

最大 １００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １

最大 ２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５，０００

最大 ６，０００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８０

最大 １００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ２５

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８０

最大 ９０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．５

最大 １．０

変 更 前 変更後（廃止）

特 定 施 設 の 型 式 蒸器

特定施設の主要寸法（単位
メートル） ０．６７×３．９３×１．３６

特 定 施 設 の 能 力 ２，０００キログラム／
日

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

貝類・かき ２トン
／日

特定施設の使用時間間隔 ８：００～１２：００
１３：００～１７：００

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５，０００

最大 ６，０００

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４，０００

最大 ４，８００

変 更 前 変更後（廃止）

特 定 施 設 の 型 式 高分子プラスチック
槽

特定施設の主要寸法（単位
メートル） ０．５×１．０×０．５

特 定 施 設 の 能 力 ３，０００キログラム／
日

原材料の種類及び１日当たり
の使用量 魚 ３トン／日

特定施設の使用時間間隔 ７：００～１２：００
１３：００～１６：００

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４５０

最大 ５００

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４００

最大 ４５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４３０

最大 ５００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ３５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４

最大 ５

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ３０
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雑 報

� 洗浄施設②

６ 汚水等の処理施設に関する事項

変更なし

７ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

変更なし

�愛媛海区漁業調整委員会指示第１１７号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６７条第１項の規定に基づき、

愛媛県宇和海（愛媛県佐田岬と大分県関崎灯台とを結んだ直線以南

の愛媛県海域をいう。）におけるかご漁業（つつ、つぼ漁業を含み、

無動力漁船を除く。以下同じ。）について、次のとおり指示した。

令和２年４月３日

愛媛海区漁業調整委員会

会長 佐々木 護

１ 操業の制限

当該海域において、かご漁業を操業しようとする者は、使用す

る漁船ごとに別に定める取扱要領により愛媛海区漁業調整委員会

（以下「委員会」という。）の承認を受けなければならない。

ただし、試験研究又は実習等を目的としたもので委員会に届出

したものは、この限りではない。

２ 承認対象漁船

承認の対象となる漁船は、総トン数５トン未満の動力漁船とす

る。

３ 操業区域

操業を承認する区域は、共同漁業権漁場区域内とする。

４ 承認証の備え付け等の義務

承認をうけた者は、操業の際は、承認証を当該漁船に備え付け

るとともに別に定める標識を船橋両側面に表示しなければならな

い。

５ 指示の有効期間

この指示の有効期間は、令和２年４月１日から令和４年３月３１

日までとする。

�������
�愛媛海区漁業調整委員会指示第１１８号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６７条第１項の規定に基づき、

次のとおり指示した。

令和２年４月３日

愛媛海区漁業調整委員会

会長 佐々木 護

１ 指示の内容

� 真珠母貝養殖いかだの吊りかごの間隔は、８０センチメートル

以上とし、１吊り当たりのかご数は、１かごでなければならな

い。

� 真珠養殖いかだの吊りかごの間隔は、１メートル以上とし、

１吊り当たりのかご数は、１かごでなければならない。

２ 指示の有効期間

この指示の有効期間は、令和２年４月１日から令和４年３月３１

日までとする。

�������
�愛媛海区漁業調整委員会指示第１１９号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６７条第１項の規定に基づき、

愛媛県海域において竿つり及び手づり（船舶を使用して行うまきえ

づりを除く。）により水産動物を採捕する場合について、次のとお

り指示した。

令和２年４月３日

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２３

最大 ３０

変 更 前 変更後（廃止）

特 定 施 設 の 型 式 ２槽タンク

特定施設の主要寸法（単位
メートル）

０．５６×１．５８×０．３６＋
０．４７×０．８×０．４

特 定 施 設 の 能 力 ３，０００キログラム／
日

原材料の種類及び１日当たり
の使用量 魚 ３トン／日

特定施設の使用時間間隔 ９：００～１２：００
１３：００～１６：００

特定施設の１日当たりの使用
時間 ６時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５００

最大 ６５０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４５０

最大 ５００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５００

最大 ７００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４０

最大 ５０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４

最大 ５

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ３０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３５

最大 ４０
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愛媛海区漁業調整委員会

会長 佐々木 護

１ 指示の内容

� 次の区域においては、陸岸、防波堤、ふ頭その他工作物（以

下「陸岸等」という。）からのまきえづり（こませ籠の使用及

びだんご釣を含む。）を禁止する。ただし、漁業権者の同意が

ある場合は、この限りでない。

陸岸等に隣接する次の第３種共同漁業権（以下「第３種」と

いう。）の区域

共同漁業の
免 許 番 号 漁場の位置 漁業種類（漁業の名称）

燧共第５１号 今治市小島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第５２号 今治市小島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第５３号 今治市小島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第５４号 今治市小島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第６１号 今治市波方町大角鼻地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第９７号 越智郡上島町岩城島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第１１４号 今治市馬島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第１１５号 今治市馬島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第１１６号 今治市馬島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第１１７号 今治市馬島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第１１８号 今治市吉海町中渡島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第１２７号 今治市関前小大下島明神地
先 第３種（つきいそ漁業）

伊共第６９号 伊予市地先 第３種（ぼら飼付漁業）

伊共第１１４号 西宇和郡伊方町正野地先 第３種（ぶり、たい、いさ
き飼付漁業）

宇共第２号 西宇和郡伊方町正野地先 第３種（ぶり、たい、いさ
き飼付漁業）

宇共第３３号 宇和島市御五神島地先 第３種（ぶり、さわら飼付
漁業）

� 赤土を用いる陸岸等からのまきえづりを禁止する。

２ 指示の有効期間

令和２年４月１日から令和４年３月３１日まで

�������
�愛媛海区漁業調整委員会指示第１２０号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６７条第１項の規定に基づき、

愛媛県宇和海（愛媛県佐田岬と大分県関崎灯台とを結んだ直線以南

の愛媛県海域をいう。）におけるさわら流し網漁業及びさごし、め

じか流し網漁業について、次のとおり指示した。

令和２年４月３日

愛媛海区漁業調整委員会

会長 佐々木 護

１ 指示の内容

� さわら流し網漁業については、５月１日から５月３１日までの

間操業を禁止する。

� さごし、めじか流し網漁業については、８月１日から９月３０

日までの間操業を禁止する。

２ 指示の有効期間

この指示の有効期間は、令和２年４月１日から令和３年３月３１

日までとする。

�������
�愛媛海区漁業調整委員会指示第１２１号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６７条第１項の規定に基づき、

愛媛県宇和海（愛媛県佐田岬と大分県関崎灯台とを結んだ直線以南

の愛媛県海域をいう。）における宝石さんごの採捕について、次の

とおり指示した。

令和２年４月３日

愛媛海区漁業調整委員会

会長 佐々木 護

１ 定義

この指示において「宝石さんご」とは、アカサンゴ、モモイロ

サンゴ及びシロサンゴの生体及び死骸をいう。

２ 採捕の制限

宇和海において、宝石さんごを採捕してはならない。ただし、

３に掲げる者が採捕する場合であって、愛媛海区漁業調整委員会

（以下「委員会」という。）の承認を受けたときは、この限りで

ない。

３ 承認対象者

承認の対象となる者は、次のいずれかに該当する者とする。

� 試験研究の目的で宝石さんごを採捕しようとする者

� 宇和海において、平成２９年以前から宝石さんご漁業を営んで

いる者

� その他委員会が認めた者

４ 承認対象漁船

承認の対象となる漁船は、総トン数５トン未満の動力漁船とす

る。

５ 承認証の備え付けの義務

承認を受けた者は、宝石さんごを採捕しようとするときには、

承認証を対象漁船に備え付けなければならない。

６ 承認の制限、条件の変更又は採捕の停止

委員会は、資源保護又は漁業調整上必要があると認めるときは、

承認を制限し、条件を変更し、又は採捕の停止を指示することが

できる。

７ 承認の取消

委員会は、承認を受けた者がこの指示の内容に違反したときは、

承認を取り消すことができる。

８ 意図しない混獲等による宝石さんごの所持又は販売の禁止

承認を受けないで採捕した宝石さんごの所持又は販売をしては

ならない。

９ 事務取扱要領

この指示に定めるもののほか、採捕の承認等に関する取扱いに

ついては、委員会が別に定める。

１０ 指示の有効期間

この指示の有効期間は、令和２年４月１日から令和３年３月３１

日までとする。

愛 媛 県 報令和２年４月３日 第９３号
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�愛媛県内水面漁場管理委員会指示第１９号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６７条第１項及び第１３０条第４項

の規定に基づき、コイ（マゴイ及びニシキゴイをいう。以下同じ。）

に関する持ち出しの制限、放流等の制限及び遺棄の禁止について、

令和２年４月１日次のとおり指示した。

令和２年４月３日

愛媛県内水面漁場管理委員会

会長 本 多 義 雄

１ 指示の内容

� 持ち出しの制限

県内の公共用水面及びこれと連接して一体を成す水面（以下

「公共用水面等」という。）において、コイがコイヘルペスウ

イルス病にかかり、又はかかっている疑いがあると愛媛県知事

が認めた場合は、愛媛県知事が範囲を定め、公表する水域のコ

イを持ち出してはならない。ただし、公的機関が試験研究又は

検査に供する場合は、この限りでない。

� 放流等の制限

県内の公共用水面等へのコイの放流は、放流用のコイが次に

掲げる要件の全てに該当する場合以外は、してはならない。た

だし、採捕したコイを採捕した公共用水面等へ再放流する場合

はこの限りでない。

ア コイヘルペスウイルスに汚染された水域に由来するもので

ないこと。

イ コイヘルペスウイルスに汚染された水域に由来するコイと

水を介しての接点がないこと。

ウ ＰＣＲ（ポリメラーゼ連鎖反応）検査で陰性が確認された

コイ群であること。

� 遺棄の禁止

生死を問わず、県内の公共用水面等にコイを遺棄してはなら

ない。

� �の指示は、焼却等の処分をするコイについては、適用しな
い。

２ 指示の期間

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

令和２年４月３日 発行
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